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集落単位 水系単位

◯◯堰

県営ほ場整備事業◯◯地区

事業単位 集落営農単位

活動範囲の考え方について

１

集落ぐるみ単位で保全
管理を行う組織

ため池や堰などの水系単位
で保全管理を行う組織。

ほ場整備事業など事業実施区域
単位で保全管理を行う組織。

集落営農組織単位で
保全管理を行う組織。

主に４つの例が
考えられます｡



農用地の区分（認定農用地面積・対象農用地面積）

○「認定農用地」とは組織が共同で保全活動を行う農用地です。

○「対象農用地」とは交付金の対象となる農用地です。

○農振白地は交付金の対象面積に含められますが、期間内に転用等が発生した場合返還の恐れがあります。要確認。

○公道(国県市町村道）・河川・山林・公園・畜舎・宅地等は認定農用地及び対象農用地に含む事はできません。

○中山間直払いに取組んでいる農用地も多面事業の農用地に取り込めます。※（重複区間の保全管理は多面の交付金で実施）

○地目は「田」であっても、例えば、ハウスなどが建って「水田」の機能がない場合は現況地目で判断するので、「畑」と見なします。

○遊休農地を対象農用地として活動計画書に位置図付けた場合は５年間で耕作可能な状態にする事が必須になります。

白地は転用等があれば返還
が発生する場合があります
十分検討してください。

２



活動する範囲を
示しています。
この範囲以外で
活動することは
出来ません。

実施区域位置図

３

詳細な図示は必要ありません。

保全管理する用･排水路
農道は全て図示して下
さい。



認定に必要な書類（参考）

４

活動組織へ認定を通知
します。認定した内容は
掲示板等に公表して下さい。

総会等で承認された内容は
欠席者を含め全ての構成員
に書面をもって周知する
よう指導をお願いします。

活動組織が作成する様式です。

認定の手続きについて



５

申請期限は

６月３０日です

計画認定の申請（様式第１－１号）

認定の申請書です。「市町村に提出する書類」
は公印が省略できます。

申請期限は６月３０日ですが、
4月には認定出来るように組織には早めに
準備をするよう指導をお願いします。



６

多面的機能発揮促進事業に関する計画（様式第１－２号）

市町村より指導をお願いします。
地域の特色を踏まえて記載します。

活動内容を踏まえて記載します。

組織の活動内容や
地域性を踏まえた
内容にします。

取り組む交付金の種類のみに「○」を記載
します。

１１１１１

資源向上支払交付金(共同活動)に取組む場合は
構成員には必ず農業者以外の参加者が条件に
なります。



７

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する活動計画書（様式第１－３号）

（主な記載内容）

・活動期間
・実施区域内の農用地・施設
・実施区域位置図
・組織構成員一覧
・全体面積及び多面と中山間直払い

との重複面積
・交付金額
・組織の広域化・体制強化の計画
・活動の計画 ※(毎年度の計画策定)

公印は省略できます。

※活動計画書は５年間の活動計画になります。
組織の実情に合った無理のない計画に
なるよう指導して下さい。



８

活動期間は原則５年間です

変更には「認定」と「届出」
があります。活動期間中に取組
内容を変えた場合は変更して
ください。
・認定のア〜オ以外の事項に
ついては届出になります。

活動の実施期間･取組内容について記載します。

活動計画書に位置づけてない活動はできません。
活動計画書と実績が合うようにしてください。



９

認定農用地及び協定農用地
は、活動する範囲です。
これ以外の範囲で活動する
ことは出来ません。

･遊休農地を活動計画書に
位置付ける場合はこの欄に
記載します。
・位置付けた場合は活動
期間中に遊休農地を解消
する事が必須になります。

面積には「認定農用地」と「対象農用地」
があります。
認定農用地＝活動する範囲の面積
対象農用地＝交付金の対象となる面積

申請書において、認定農用地と対象農用地の
面積に差がある場合は取り込んで良い土地
なのか確認をして下さい。



1０

認定農用地内の水路･農道
ため池の数量を記載します。

草刈り等の保全活動は水土里
サークル活動の経費を充てて
活動します。

施設とは
農業用の用排水路･農道･ため池

です。
※集荷場･機械ｾﾝﾀｰ等は該当しません。

白抜きには長寿命化を行う数量を記載します。

中山間直払いと重複する面積を記載します。
※重複区間は多面の交付金で実施

します。

道･水路で附帯施設がある所は単位をヶ所に
して追記して下さい。



1１

多面的機能支払に係る活動計画＜１号事業様式・(別紙１)＞

水土里サークル活動組織は
広域活動組織と活動組織

があります。

農地維持支払の場合、活動期間中は
田から畑になっても単価を変える必要がないので
変更する必要はありません。次の再認定で変更
します。

（広域化には面積規模の条件があります）
・農用地面積が200ha以上
・条件不利地域においては50ha以上200ha未満
又は協定に参加する集落3以上の範囲の規模で
あれば広域組織を設立する事ができます。

県基本方針より抜粋



1２

多面的機能支払に係る活動計画＜１号事業様式・(別紙１)＞

取組の条件により交付額が変わります。

（活動組織の場合）
対象面積×交付単価の交付額と
集落数×200万円の交付額を比較し額の小さい方が
上限になります。

広域組織は一部直営施工なしでも交付単価は変わり
ません。

活動組織は外注工事で「一部直営施工」を実施しな
い場合は5/6を乗じた額が交付単価になります。

（広域組織の場合）
対象面積×交付単価が交付額になります。

6



1３

白地を交付額の算定面積に入れる場合に
記載します。

※白地を活動の範囲には入れるが、交付額
の対象には入れない場合は面積は記載しな
いでください。

集落数は「農林業センサス」における農業
集落数になります。

農業地域類型・地域振興立法・棚田指定
については、市町村で調べて組織に説明を
お願いします。

交付金算定の対象として
農振農用地区域外の
農地（白地）も取り込め
ますが、活動期間に転用
等がないよう注意が必要
です。



1４

必ず実施する取組と点検の結果
でしなくても良い取組がある事
を指導して下さい。
要綱基本方針(別紙1､2､3参照)

農地維持の活動は
取組番号(１)から(２３)までありますが、
全て実施する必要はありません。

白抜きの部分が「必須」の項目です。
必ず実施してください。

（毎年度実施する取組）必須
1,2,4,5,7,8,10,13

（点検の結果に基づく取組）
6,9,11,12,14,15

3.事務･組織運営に関する研修と機械の安全
使用に関する研修は活動期間内に1回以上
受講する必要があります。

※活動内容や事務手続きなどに関する
研修会を市町村単位で行って下さい。



1５

（農用地、水路、農道、ため池）
の地域資源を今後どのように
守っていくか
地域みんなで話合い等をします。

実際に取組む内容は17〜23の中から選択して
毎年実施します。
話し合った内容は記録に残します。
※必須の取組です。

活動期間中に17から23の取組内容を変えて
実施する場合は、活動計画書を変更して
実績と一緒に市町村に届出を行います。

※簡単に取組易い内容を選択して下さい。

P34〜P38参照



1６

機能診断と計画策定（24〜28）は
必須の項目です。

農地維持活動を取組んでいる場合「点検」
と同時に「機能診断」を実施すれば効率的
です。

・(29)機能診断･補修研修は
活動期間内（5年間）
に1回以上受講して下さい｡

・補修等に詳しい専門業者等
を呼んで自主的に技術研修
を行っても良いです。



1７

「一部直営施工」を選択して実施
しなかった場合は交付単価の6/6
が5/6になり、差額を返還する事
になります。

活動項目の内容はP39〜Ｐ42を参照して下さい。



18

選択したテーマ
に基づいて計画策定･
実践活動･啓発･普及
の取組を行います。
必須の項目です。

景観形成活動｢45｣と｢47｣の選択の間違い
が良くあります。農用地等に景観形成の
ための花植えを行う活動は「４５」に
なります。基本方針で取組内容を確認
して下さい。

テーマを変えて実施する場合は、
活動計画書を変更して実績と一緒に
市町村に届出ます。



19

(51)啓発･普及は、農村環境
保全活動に特化した活動にな
ります。

（60）広報活動・農的関係
人口の拡大とは活動が違う
ので注意してください。

※51と60の取組内容の大きな違い

51、啓発･普及
・農村環境保全活動に対する地域住民等の理解を深める

ための活動。（必須の取組）

60、広報活動･農的関係人口の拡大
・多面事業に対して、様々な団体の参加を地域外からも

呼び込んで農的関係の人口の拡大を図るための活動。
（任意の取組）



20

この活動は「任意」の活動
ですが、選択して取組まな
かった場合は、共同活動の
交付単価が6/6から5/6に
なり、返還が発生します。

これらの注意事項
をよく読んで指導
をお願いします。

地域に合った内容を取
り組むよう指導をお願い
します。

６０「広報活動･農的関係人口の拡大」

・地域外からの共同活動に参加する者の呼び込み活動
も対象とすることで活動に参加する多様な人材を確保
する事を目的にしています。

・多面の増進(52〜59)を選択の場合、都市的地域ま
たは、平地農業地域に該当する組織は(60)の活動が
必須になります。

※上記地域に該当しない組織は任意です。



イメージ図

多面的機能の増進を図る活動の中で
｢53︓鳥獣被害防止･･活動」は
保全区域廻りの刈払い作業で要件
達成なのでお勧めです。

多面的機能の増進を図る活動（５３.鳥獣被害防止対策及び環境保全活動の強化）

21

河川管理者の承諾を得て、
通行に支障のある草木を伐採します。

山林管理者の承諾を得て、
通行に支障のある枝等を伐採します。

山林管理者の承諾を得て、
農地に支障のある竹や樹木の根等を除去します。

「53」の取組で、鳥獣害対策のための電柵及びフェンス
等の資材は本交付金では購入出来ません。交付金が充て
られるのは設置に係る労務費を想定しています。資材に
ついては、県や市町村の獣害対策事業等で購入するよう
指導をお願いします。 Ｑ＆Ａ18~19参照



活動組織として、
どんな取組をするのか︖
年間の活動計画を作成して
計画的に実施してください。

22

農業に由来する伝統芸能である事が条件です。
（お田植祭・豊年祭・鬼火焚き・棒踊りなど）

「５８の狙い」
この活動に取組むことにより、
世代間のつながりや交流が活発になり
「水土里サークル活動への参加者が増えた。｣などの
効果を狙っています。

多面的機能の増進を図る活動（５８.農村文化の伝承を通じた農村コミュニテｨの強化）

※この取組は、踊りを行う事ではなく
「踊りの練習・会場の準備・衣装や道具の管理」

などの活動を想定しています。
集落などとは経費のすみ分けをして計画的に
行います。



23

直営施工等を選択している組織は必
ず取り組んでください。
交付額に影響する取組です。未実施
の場合交付金の返還もあります。
（記録写真も必要です）

･水路のある地域は「水路」を優先して位置付けて
ください。農道だけの計画にならない事。

･5ヶ年の交付額にあった整備計画を立てて下さい。

･工事１件当たり200万円を越える施設は
「長寿命化整備計画書」を作成して市町村の審査を
受けます。
※多面で行う整備内容か︖

他にやるべき事業はないか︖

（54）「地域住民による直営施工」とは
農業者や地域住民が施設の軽微な補修や環境保全施設
の設置等を直営で行う取組です。
※長寿命化の直営施工とは関係ありません。
注意して下さい。

直営施工を実 施＝交付単価の６／６

〃 未実施＝交付単価の５／６

長寿命化



一部直営施工（該当工事箇所の草刈り等）

一部直営施工（資材の運搬）

一部直営施工（後片付け）

施工業者が行うべき工程の
一部を活動組織が直営で実施
します。
工事箇所の草刈り・資材運搬
・後片付けなど

24

一部直営施工とはどんな事をするのか 例（水路工事の場合）

※外注工事においては、一部直営施工の他に施工業者への
現地説明・見積もり・完成検査等も活動記録に記載して下さい。
取組番号は（61～121）を使用します。



25

機能診断記録簿の内容を転記

要綱基本方針の実施活動の
名称を使用する

任意様式7号（長寿命化の基礎
資料）P33を参考に記載

工事1件あたり200万円の考え方は
多面の活動の手引き(P33)を参考にして下さい。

・概算事業費は妥当か

・ポンプ等については見積
もりを取る
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27

土地改良区との活動の区分や
他の事業で整備計画等はない
か事前に協議して下さい。

土地改良区が管理する施設がある場合は
「工事に関する確認書」を作成し、
市町村へ提出してください。

土地改良区等との協議内容に応じて不要な記述は
削除して下さい」。



28

長寿命化の活動を図面に
表記してみました。色々
な取組ができます。

長寿命化に取り組みについて



29

長寿命化の活動は、機能診断
から始まり計画書作成及び
工事完了後の施設管理者への
財産譲渡までです。

長寿命化作業フロー

P43任意様式1号

P32任意様式1-2号

P33任意様式7号

未舗装農道を砂利舗装に更新

素掘り水路からｺﾝｸﾘｰﾄ水路へ更新

完成した施設は必ず施設
管理者に財産譲渡
して下さい。



機能診断を実施します（水路・農道・ため池）

まずは「機能診断」を実施
してください。
農地維持活動の「点検」も
同時に行うと効率的です。

30

【診断結果の例】
（水路）
・ひび割れや欠損･側壁の倒壊
・漏水・不同沈下・ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの破損
・ゲートの不具合など
（農道）
・路面のひび割れ・沈下･破損
・路肩や法面の浸食など
（ため池）
・斜樋等の破損や陥落・堤体の亀裂や漏水
・浸食など



水路の機能診断

31



機能診断の取りまとめ(必須)

32

この工事は共同活動の
軽微な補修でするか︖
工事内容からすると
長寿命化の活動か︖

この路線は水土里サ
ークル活動の取組で
する内容︖



33

診断結果と優先順位に
より５ヶ年で12路線が
対象になりました。

農道 ６３農道の補修 舗装の打替え（22号道路） 210 ｍ W=3.0ｍ 15,000 2,000,000

38,570,000

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

活動計画書に記載



34

次の5年間で地域の水路･農道
等の資源をどのように保全管
理して行くか道筋を立てます

２．推進活動の実施

「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」は、活動期間中に作成
する必要のある「地域資源保全管理構想」を策定する上で重要な活動とな
ります。
このため、活動計画に基づく推進活動の実施に当たっては、次の３．に

示す「地域資源保全管理構想」の作成内容を念頭におき、地域における話
し合い、検討会の開催、アンケート調査、現地調査等の推進活動を毎年度
実施します。
活動を実施した際には、実施日時や内容を活動記録（実施要領様式第１

－６号）に記載するとともに、会議資料や議事録、調査結果等の資料を保
存しておいてください。市町村が活動の実施状況の確認を行う際の根拠資
料として用いるほか、翌年度以降の推進活動の実施や地域資源保全管理構
想策定時の基礎資料として重要な資料となるものです。
話し合いの内容や調査結果については、総会等で構成員に周知しまし

ょう。

３．地域資源保全管理構想の策定

(１）地域資源保全管理構想とは
「地域資源保全管理構想」は、それぞれの地域で守ってきた農用地

や水路、農道等の地域資源を、将来にわたってどのように引き継いでい
けば良いのか、地域で話し合っていただき、構想としてまとめていただ
くものです。
具体的な記載内容としては以下のとおりであり、人・農地プランや市

町村が定めるビジョン等で整理された農業振興や担い手の育成・確保の
方向を踏まえ、話し合いを深めて作成します。
構想は、「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」の成果を踏

まえ、５年間の活動期間の最終年度までに、今後の目指すべき保全管理
の姿やこの姿の実現に向けた活動・方策について取りまとめてください
。

地域資源保全管理構想の策定について



※地域資源保全管理構想を期間内に作成しなかっ
た場合は、交付金の全額を事業認定年度に遡って
返還する事になります。
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実施要領－別記1-4－別添より
地域資源保全管理構想策定の様式です。

1、保全管理を行う施設の名称･場所･規模などを記載。
2、年度内に行う主な保全管理活動の内容･時期などを記載。
3、構成員の規模や集落数及び総会の決定方法、保全管理の役割分担

などを記載
4、人･農地プランを参考にどのように担い手の育成・確保を行うか、

また農地集積の現状などを記載。
5、活動期間内に話し合った意見・意向調査などを参考にして今後の

保全管理体制を記載。

1、（様式第1-3号）活動計画書の内容を参考にします。

4、人・農地プラン等を参考にします。

5、皆で話合った内容等を盛り込みます。

2、（様式第1-3号）活動計画書の内容を参考にします。

3、（様式第1-3号）活動計画書の内容を参考にします。



実施要領様式第１-３号 別紙１（活動計画書）より抜粋

多面的機能支払の実施に関する基本方針
（要綱基本方針）より抜粋
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選択した項目
を毎年度実施
します。

1）保全管理の目標

2）保全管理の内容

3）2)で選んだ内容に取り組む為の
今後の活動の方向性

4）2)で選んだ内容に取り組む為に
1項目以上選択して毎年実施
します。
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地域資源保全管理構想 実施要領別記1-4様式別添（記載例）

※活動計画書の内容を参考にします。

※活動計画書の内容を参考にします。

※活動計画書の内容を参考にします。

※人・農地プランの内容を参考にします。



38

・１､２､３の項目は、様式第１－３（活動計画書）
の内容を参考に記載します。

・４の項目は、人・農地プランの内容を参考にします。

（R５年４月より）
市町村が作成する地域計画に地域資源保全管理構想に
準ずる内容が含まれている場合、地域資源保全管理
構想を作成したと見なす事ができるようになりました。

・５の項目は、今まで組織で話し合った内容を盛込
みます。

・先の5年後を見通し、今後の課題、目指すべき姿、
そのために取り組むべき活動・方策を記載します。

※組織で話合った内容を盛込む
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※運営委員会及び総会等の活動項目番号は３００番になります。

活動項目番号表 （農地維持活動） （活動の手引き Ｒ５年度版）

活動項目番号について

赤文字の活動は県独自の取組です。



活動項目番号表（資源向上･共同活動）
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活動項目番号表（資源向上･共同活動）
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活動項目番号表（長寿命化）

42



43

任意様式（参考）



44



45



46



47

そ
の

他
資

料
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日当や借用機械等の単価は、
市町村が示している単価もし
くは地域性を考慮した単価を
参考にしてください。

「活動の手引き」より抜粋
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「活動の手引き」より抜粋

この表に該当する物品及び
活動等には基本的に多面では
支出できないので組織には
周知をお願いします。

※多面で支出
できない経費‼

計画にない目的外の経費を支
出した場合は、対象額を返還
する事になります。



（メモ）


